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地震時における斜面の崩壊は大変形を伴う挙動であり，有限要素法などのメッシュ依存型の解析法では

その取り扱いが困難となることが多い．そこで，大変形問題の取り扱いが容易なSPH法の適用を行った．

本研究では，まず，SPH法による斜面の地震応答解析において，有限要素法に相当する精度を達成するた

めの新たな計算式を提案した．次に，レイリー減衰のSPH法への導入を行った．さらに，斜面の地震時崩

壊挙動の解析では，解析に用いる粒子密度とレイリー減衰によって滑り面の発生過程に違いが現れること

を示した．  
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1. 研究の背景と目的 

 

地震時には，盛土・切土などの崩壊による交通遮断や

土砂災害に起因する建物の倒壊など，斜面崩壊による被

害が多くみられる．こうした被害を抑制するにあたり，

地震時の斜面の挙動を数値解析により予測することの意

義は大きい．斜面の地震時挙動に用いる数値解析法とし

ては，古くから有限要素法が利用されてきた1-6)．しかし，

有限要素法ではメッシュを利用するため，対象が大きく

変形する場合にはメッシュが歪み，精度の大幅な低下が

生じる，あるいは解析の続行が困難になるという問題が

ある．そのため，斜面が崩壊を起こすかどうかの検討や，

その安全率の計算には十分な実績を持っているが，最終

的な変形状態や被害の及ぶ範囲を予測するためには，不

十分である．そこで，本論文では，有限要素法に代わる

数値解析手法として，Smoothed Particle Hydrodynam-

ics(SPH)法を用いた斜面の地震時動的挙動解析を行い，

その適用性を検証する． 

SPH法は，粒子法と呼ばれる数値解析法の一種であり，

連続体を多数の粒子の集合とみなしてタイムステップご

とに近似式から各物理量を計算する解析法である．大変

形問題に適した解析法として，おもに流体解析の分野で

用いられているが，その利点から構造解析をはじめとし

た他の様々な分野への応用も進められている． 

SPH法は，圧縮性流体に対する解析手法として1970年

代後半に Lucy7) ， Gingold and Monaghan 8)によって提案さ

れ，当初は宇宙物理学の分野で用いられた．ラグラジア

ン座標系で記述された運動方程式から計算を行うこと，

メッシュ作成が不要であることから，大変形問題に適し

た解析手法であるというメリットを持っており，その後，

一般の流体解析に対しても適用されるようになった9)．

近年では，弾塑性体の大変形解析10),11)への適用が進めら

れ，一般的な構造解析手法として発展してきている． 

一方，地盤構造物の大変形問題への適用としては，小

野ら12),13)，Bui et al.14)，Nail et  al.15),16)らの研究が挙げられる．

小野ら12),13)は地盤材料の構成則として広く用いられてい

るMohr - Coulomb型破壊基準とDrucker - Prager型塑性ポテ

ンシャルをSPH法に導入した盛土の大変形解析を行った．

Bui et al 14) はDrucker - Prager型の破壊基準と塑性ポテンシ

ャルを導入したSPH解析により，砂地盤を対象とした模

型実験結果を精度よく再現できること，及び地盤構造物

の許容支持力の評価に対してもSPH法が適用可能である

ことを示した．Nail et al. 15),16)  は液状化状態となった地盤

を粘性流体として取り扱ったSPH解析により，地盤流動

によって埋設物に作用する荷重の評価を行うことに成功

している． 

本論文では，まずSPH法による地震応答解析手法につ

いて，有限要素法に匹敵する解析精度を実現する新たな

計算式の提案と，レイリー減衰の導入法を示す．その後，

斜面の崩壊挙動の再現解析を行い，SPH法特有のパラメ

ータである解析に用いる粒子密の影響が，解析結果に及

ぼす影響を調べる．さらに，レイリー減衰を用いた解析

が，斜面の崩壊過程に与える影響についても考察を行う． 
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2. SPH法の概要 

 

 (1) SPH法の基本理論 

SPH法では，連続体を対象として，多数の粒子の集合

とみなした近似的な計算を行う．SPH法においては，カ

ーネル近似と粒子近似という二種類の近似計算が行われ

る． カーネル近似は次式で与えられる17)． 

   ',')'()( xxxxx dhWff   (1) 

ここで W はカーネル関数と呼ばれる重み関数であり，x 

は座標値を表す．h は粒子間の相互作用を特徴づけるパ

ラメータであり，平滑化距離と呼ばれる．式(1)におい

て関数 W をディラックのデルタ関数に置き換えたもの

は，デルタ関数の合積に関する恒等式であり，カーネル

近似はこの恒等式を近似したものと解釈することができ

る． 

 次に，式(1)の積分を次式のように粒子近似と呼ばれ

る手法で離散化する17)． 
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ここで離散化された点 xiをSPH粒子と呼ぶ．N は f (xi) の

計算に含まれる粒子の数である．SPH 粒子は，質量 mi，

密度i，受け持つ体積 mi /i，その座標値 xiでの関数の

値 f (xi) を有しているが，明確な形状は持たない．すな

わち，SPH法における粒子とは，有限要素法におけるガ

ウス点と節点を合わせたものに相当する概念であり，個

別要素法における粒子とは全く異なるものである． 

 実際に SPH 法を弾性体や弾塑性体の解析に適用する

際には，関数 f (xi)そのものではなく，その微分形

xf i  )(x が必要になる．その SPH 近似は次式で与え

られる17)． 
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あるいは，これと数学的に等価な 
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または， 
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が用いられる17)．ここで， 

 hWW ijij ,xx     (6) 

である． 

 重み関数 W として様々なものが提案されているが，

本論文における数値解析例では，適用例の多い 3次スプ

ライン関数17)によるものを用いる．この場合，着目した

点から平滑距離 h以内でカーネル関数は非零となり，そ

れ以遠では零となる．すなわち，図-1 の中央の黒い粒

子について，ある物理量 f を評価する場合，この粒子か

ら一定の距離内にある粒子（図中の青い粒子）の持つ値

の重み付き平均を，カーネル関数の値を重みとして求め

ることに相当する．水色の粒子の位置では，カーネル関

数の値が零であり，計算に含まれない． 

 平滑化距離 h は解析者が指定するパラメータであり， 

h を小さくとった場合，SPH 近似の計算に用いられる粒

子数が減るため，計算精度の低下が起こる．一方，大き

くとれば有限要素法における要素サイズを大きくするの

と同様に，空間的な解像度が低下することで，計算精度

が悪化する．さらに，岩本・小野18)が指摘したように，

二次元解析で通常良く用いられる初期粒子間隔の 1.25

倍程度を h とした際にも，h の値によって計算精度が変

化し，その結果，弾性波の伝播問題においては，弾性波

の伝播速度が再現できないという問題が生じる． 

 この問題に対して，岩本・小野18)は Chenら19)によって

提案されたCorrective Smoothed Particle Method（CSPM）法

を適用し，解析精度の h への依存性を大幅に改善できる

ことを示している．そこで，本論文でもオリジナルな

SPH 法の定式化に代えて，CSPM 法による計算を行うこ

とにする．CSPM 法において，式(2)，(3)はそれぞれ以下

のように置き換えられる． 
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 CSPM法によれば，物質の境界付近における粒子の不

図-1 SPH粒子とカーネル関数 
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足による計算精度の低減効果を抑制することができる22)． 

 

(2) 運動方程式の離散化 

弾性体や弾塑性体の運動方程式は次式で表される． 
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  (9) 

ここで a は加速度，は応力テンソル，bは物体力

を表す．この式に対して式(5)を用い，さらに物体力 b
を左辺に移行することにより，次式を得る． 
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ここで，式 (3) や (4) ではなく式 (5) を用いるのは，数値

解析上の安定性に優れているためである．この式を用い

て解析を行った場合，先に述べた様に平滑化距離と物質

境界付近での粒子数不足による精度の低下が起こる．そ

こで，次のようにCSPM法を適用する． 

 まず， 同一の地盤材料では密度が一定であるとし

て，式 (4)，(5) 及び式 (8)  から， 
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を得る．これを式(9)に代入することにより， 
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          (12) 

を得る．式(12）を用いた解析手法は，本論文で新たに

提案するものである． 

 

(3) 弾塑性構成式による応力増分の計算
 

SPH法における弾塑性解析では，有限要素法において

応力増分を求める一般的な方法である弾塑性マトリック

ス法が適用できる10)11)12)13)14)． 

ひずみ速度テンソルは，速度の勾配から次のように求

められる． 
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ひずみ速度に1ステップの時間dtをかけることでひずみ

増分を求める． 

dtd       (14) 

ひずみ増分 d  と応力増分 dの関係は， 

  dDd ep    (15) 

と与えられる． epD は弾塑性マトリクスである． 

 本論文では，式(19)中の  xv  を，岩本・小野18)にし

たがって式(7)を適用し，次のように計算する．  
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(4) 運動方程式の時間積分 

SPH法では，各タイムステップ毎に運動方程式(9)によ

り粒子の加速度を求め，速度，粒子座標を更新していく．

時刻 t における粒子の加速度を  ta ，速度を  tv ，座

標を  tu と表したとき，次の時刻ステップ t+t におけ

る粒子速度  ttv  ，粒子位置  ttu  を次のよう

に計算する． 
     dtttatvttv    (17) 

     dtttvtuttu    (18) 

 

(5) Jaumann 応力速度の導入 

大変形解析においては対象物体に生じる剛体回転が無

視できない場合がある．Cauchy 応力を単純に時間微分

した応力速度は客観性を持たないため，座標軸の回転に

より応力値が見かけ上変化するという問題が生じる．そ

こで，Gray ら20)は，この見かけ上の応力の変化を取り除

くために Jaumann 応力速度を導入した．Jaumann 応力速

度を ̂ と表記すると，次式によって計算できる． 

   ˆ  (19) 

ここに，  は Cauchy 応力増分であり，  はスピン

テンソルであり，次式のように定義される． 
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(6) レイリー減衰の導入 

 地震工学の分野において広く用いられている有限要素

法による地震応答解析では，レイリー減衰が使われるこ

とがほとんどである．有限要素法において，レイリー減

衰マトリクス [C] は，係数 R およびR を用いて次のよ

うに定義されている． 

     KMC RR     (21) 

ここで，[M] は質量マトリクス，[K] は剛性マトリクスで

ある．有限要素法において，質量マトリクスには整合質

量マトリクスと集中質量マトリクスがある．集中質量マ
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トリクスは，マトリクスの対角成分が正の値を持ち，非

対角成分はすべて零である．対角成分の値は，対応する

節点に割り振られた質量であるので，SPH法における粒

子の持つ質量に相当するとみなすことができる． 

 有限要素法において，(21) 式の減衰マトリクスは，節

点速度ベクトルに作用させる．すなわち，時刻 t におけ

る節点速度ベクトルを{vt}とすると，レイリー減衰によ

る減衰力ベクトルは，次のように表される． 

        tRtRt vKvMvC    (22) 

ここで，(28) 式の右辺第二項は， 
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ff
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     (23) 

のように近似的に表すことができる．{ut}，{ft} はそれぞ

れ時刻 t における節点変位ベクトル，復元力ベクトルで，

t は時間増分である．これより，(21) 式の右辺第二項は，

要素の応力状態から得られる節点力の時間増分に係数
を乗じたものと解釈することができる． 

 結局，SPH法にレイリー減衰を導入するためには，式

(9)の運動方程式の右辺に， 

t

g
v RR 


 

     (24) 

を追加すればよい．ただし，この場合，式 (21) における

剛性マトリクス [K] は，解析対象の物体が材料非線形性

を有する際には接線剛性マトリクスに相当する． 

 

 

3. 解析モデル 

 

 本論文では，大津ら 26)の遠心場振動実験で用いられた

泥岩切土斜面を対象として解析を実施する．この実験で

用いられた斜面モデルを図-2 に示す．また，材料の物

性値を表-1 に示す．ここで示した値はいずれも実規模

換算値である．実験では，図-2 中に示した破線部に滑

り線が発生し，斜面が崩壊したことが報告されている 26)． 

 SPH解析では，粒子密度の異なる 4種類のモデルを用

いる．図-3 に初期状態の SPH 粒子の配置を示す．SPH

粒子は規則的に格子状に並んでいる．SPH 粒子の間隔

dpと各モデルで用いる SPH粒子の総数 npは図中に示し

た通りである．境界条件は，底面を固定，側面を水平方

向のみ固定し，上下方向は自由とする．また，特に断ら

ない限り，平滑化距離 は h = 2.6 dp，レイリー減衰は，

有限要素法で求めた一次モード，二次モードの振動数に

対して同じ値となるように与える． 

 

 

4. 地震応答のSPH解析 

 

(1) レイリー減衰の導入の検証 

 式 (24) によってレイリー減衰が適切に導入されること

の検証を目的として，有限要素法による解析結果との比

較を示す．有限要素法による解析に用いた解析モデルを

表-1 地盤材料の物性値 

密度  1.61 ton/m3 
粘着力（ピーク）Cp 143.3 kN/m2 

内部摩擦角（ピーク） p 5.9° 
粘着力（残留）Cr 17.5 kN/m2 

内部摩擦角（残留） r 35.0° 
弾性係数 E 389000 kN/m2 
ポアソン比  0.466 

 

 

図-2 対象実験で用いられた斜面モデル 26) 

 

 

 

 

 

 

図-3 SPH粒子の配置 
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図-4 に示す．節点は 1.25 m 間隔で均等に配置されてお

り，SPH解析における dp = 1.0 m のモデルに相当する分

割が行われている． 

 入力地震動として，図-5 に示した 1995 年兵庫県南部

地震の際に記録された神戸海洋気象台記録の NS 成分を

用いる．斜面は全て弾性体とし，材料定数は表-1に示し

た弾性係数 とポアソン比 ，密度 を用いる． レイリ

ー減衰は，有限要素法によるモード解析を行い，1 次モ

ードと 2次モードに対して減衰定数が 5 ％になるように

与える．  

 また，SPH法による解析では大変形問題を対象とする

ため，毎時間ステップ毎の粒子の移動を考慮して，粒子

同士の相互作用関係が更新される．しかしながら，ここ

では有限要素法による地震応答解析と比較するため，微

小変形を仮定して粒子配置は初期状態を保つようにした．

すなわち，粒子同士の相互作用関係は初期状態から変化

しない． 

 解析から得られた法肩部における加速度応答を図-6

に示す．dp = 5.0 m では，有限要素法による結果と大き

く異なっているものの，他のモデルではいずれも良い一

致を示している．このことから，SPH 法においても式

(24) によってレイリー減衰が 適切に導入されたことが確

認できる． 

 

(2) 粒子密度の違いによる解析結果の比較 

 図-6 より SPH 法による解析に用いた粒子密度の影響

を考察する．dp = 5.0 m のケースでは，有限要素法解析

と大きく異なっており，解析に用いる粒子密度が不足し

ていることが分かる．一方，dp が 2.0，1.0， 0.5 m の場

合には，いずれも有限要素法と良く一致した結果が得ら

れている． 

 次に，SPH法を用いた地震応答解析における周波数特

性を見る．図-7 は，図-6 に示した加速度応答のフーリ

エスペクトルを描いたものである．ここで，解析に用い

た入力地震動のディジタルデータの時間ステップ幅が

0.02 秒であることから，ナイキスト振動数である 25 Hz

よりも小さい振動数の範囲に着目する． 

 有限要素法と dp = 0.5 m, 1.0 mのケースでは，それぞれ

のフーリエスペクトルすべての振動数域で良い一致を示

している．一方，dp = 2.0 mでは，10 Hz 付近より高い振

動数域で違いが見られる．dp = 5.0 m のケースでは，す

べての振動数域で両者は一致していない．これらの結果

から，本論文で解析を行うケースでは，dpを 1.0 mより

小さくすることで，比較対象とした有限要素法と同等の

解析精度を得られることが分かる． 

 

(3) 平滑化距離の違いによる解析結果の比較 

図-4 有限要素解析で用いたメッシュ（465要素） 

図-5 神戸海洋気象台記録（NS成分） 

 

図-6 法肩部の加速度応答の比較 
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有限要素法では，解析における空間的な解像度は，要

素のサイズによってほぼ支配される．一方，SPH法では，

粒子密度に加えて，平滑化距離によっても空間的な解析

の解像度が変化する．  

平滑化距離の違いが，地震応答解析に及ぼす影響を

確認するために，dp = 1.0 m の解析モデルに対して，平

滑化距離を二倍の h = 5.2 dp にした解析を実行した．得

られた斜面法肩の加速度応答のフーリエスペクトルをこ

れまでに示した h = 2.6 dpのケースと比較したものを図-8

に示す． 

図-8では，0.5 Hz から3.0 Hz までの振動数域では，両

者は良い一致を示している．高振動数側については，h

を 5.2 dpとしたケースでは，空間的に広い範囲で平滑化

が行われるため，波長の短い波動の再現性が低下してい

ると説明できる．一方，低振動数側の違いを生じる原因

として，SPH法の欠点の一つである境界の影響による精

度低下が及ぶ範囲が広がることが考えられるが，現時点

では明らかでない．今後，詳細な検討が必要である． 

 

(4) 式(12）による解析精度向上の検証 

本論文では，式(10）に代えて式(12)を用いることを提

案している．図-9は，式(10)を用いて解析を行った結果

と，式(12)を用いた場合の結果を比較したものである．

図中，有限要素法による結果は赤い実線，式(10)による

結果は青い破線，式(12)による結果は緑の波線で示され

  

  

図-7 法肩部の応答のフーリエスペクトルの比較 

図-8 平滑化距離によるフーリエスペクトルの比較 

 

図-9 式(10)と式(12)を用いた解析結果の比較 
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ている．この図において，式(12)による結果の方が，有

限要素法による結果とより良い一致を示しており，提案

する計算法の有効性が確認できる． 

 

 

5. 斜面崩壊のSPH解析 

 

(1) 解析対象とした実験の概要 

大津らの実験21)で用いられた泥岩切土斜面モデルを対

象として，SPH法による斜面の崩壊挙動の再現を試みる．

大津らの実験21)は 50 Gの遠心場で行われ，実験に用いら

れた供試体は図-2 に示した斜面モデルの 50 分の 1 の縮

尺模型である．入力地震波は，実規模換算で 1.2 Hz，主

要動部が 2 0波の正弦波であり，最大振幅 100 gal から段

階的に 100 gal ずつ上昇させ、最大で 600 galまでの水平

加振が行われた．鉛直方向には加振されていない．その

結果，300 gal加振時までは斜面に大きな変状は生じず，

400 gal，500 gal加振時に徐々に各点における変位が発生

し，600 gal 加振時において，図-2 中に破線で示した滑

り線が発生し，完全な崩落に至ったことが報告されてい

る21)．  

 

(2) 解析条件 

 解析には図-2で示した四つの粒子密度の異なるモデル

を用いる．平滑化距離は h = 2.6 dp とする．ひずみ速度

および加速度の SPH 法に基づく計算には，式(12)および

(16)をそれぞれ用いる．レイリー減衰は，一次モード，

二次モードに同じ減衰定数を与える．減衰の違いが解析

結果に及ぼす影響を考察するため，2 %，5 %，10 %の三

つの値を用いて解析を行う．各粒子の構成則は， 

Drucker - Prager モデルと関連流れ則とする．内部摩擦角，

粘着力は，始めて破壊状態に達するまでは表-1 に示し

たピーク強度，それ以後は残留強度の値を用いる． 

 入力として与える地震動の加速度時刻歴波形を図-10

に示す．大津らの実験21)では最大振幅 100 gal から段階的

図-10 入力加速度（水平方向） 

 

 
図-11 重力の漸増載荷の時刻歴 

 

 
図-12 自重解析時の法肩の鉛直方向速度の時刻歴 

 

 

 

 

 
図-13 初期応力状態の粒子密度による比較 
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に 100 gal ずつ上昇させ、最大で 600 galまでの加振が行

われたが，解析では水平 600 gal 加振のみを対象とする． 

 

(3) 自重解析による初期応力状態の設定 

斜面の崩壊過程を再現するためには，重力場における

地震動が作用する以前の応力状態を適切に設定する必要

がある．本研究では，解析モデルに自重のみが作用する

状態の解析を行い，地震動を作用させる前の初期応力状

態を設定する．解析においては弾塑性構成則を用いるた

め，重力加速度を作用させた際に生じる振動により，粒

子の塑性化が発生する恐れがある．そこで，図-11に示

すように，作用させる重力を漸増させて解析を行う． 

自重解析に要する時間を減らすため，レイリー減衰に

代えて，Buiら22)が提案した減衰項を運動方程式に与え

た．すなわち，式(9)を次式のように書き換える． 

(a) 加振開始 10.0秒後 

(b) 加振開始 30.0秒後（最終変形状態） 

図-14 斜面の変形状況の粒子密度による比較 
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ここで，は減衰の強さのパラメータ， t は時間増分で

ある．Buiら22)はの値として，0.002から0.005を用いるこ

とを推奨している．本研究ではとした．
 図-12に斜面法肩部の鉛直方向速度の時刻歴を示した．

粒子密度の異なるいずれの解析モデルでも，減衰項が十

分な効果を発揮しており，解析終了時において粒子の振

動が生じていないことが確認できる．
 一方，図-13 は，自重解析が終了した時点での鉛直方

向の軸応力yy の分布を示したものである．いずれの解

析モデルの結果も互いに良く似ており，初期応力状態に

ついて粒子密度による大きな違いはない．地表面から底

面にかけて滑らかに応力の値が大きくなっており，安定

した解析結果が得られている．
 

(4) 粒子密度の違いによる解析結果の比較 

図-10に示した水平方向の入力地震動を作用させた解

析によって得られた斜面変形の進行の様子を図-14に示

す．を図-14には粒子密度の異なる解析モデルによる結

果を並べて示している．  

図-14(a)で示した加振開始から 10 秒経過した時点で

は，dpを 0.5 mとした解析において，図-2に破線で示し

た実験による滑り線と良く似た位置に，せん断ひずみの

大きな領域が現れている．一方，dpが 1.0 m及び 2.0 ｍ

のケースでは，せん断ひずみが最大となる領域は，0.5 

mのケースよりも深い位置に現れており，傾向が異なっ

ている．また，dp = 5.0 m のケースでは，滑り線として

認識できるようなせん断ひずみが大きくなる領域は見ら

れない． 

加振開始から 30 秒が経過した時点，すなわち加振終

了後について見ると，図-14(b)に示したように dp = 0.5，

1.0，2.0 m のケースでは，ほぼ同一の形状となっている．

図中，粒子が赤くなっているせん断ひずみの大きい領域

は，dp = 1.0 m，2.0 mのケースではほぼ一致している．

(a) 加振開始 10.0秒後 

(b) 加振開始 30.0秒後（最終変形状態） 

図-15 レイリー減衰の大きさによる比較 
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これらに加えて，dpが 0.5 mのケースでは，より深い位

置にもせん断ひずみの大きな領域が見られる．一方，dp 

= 5.0 mのケースでは，法尻に現れたせん断ひずみが大き

く粒子が赤く示される領域が天端まで到達しておらず，

他のケースとは明確な違いがある． 

これらの結果から，SPH法を用いた斜面の崩壊解析で

は，設定した粒子密度によって，解析結果が影響を受け

ることが分かる．dp = 2.0 mと 1.0 mのケースで良く似た

結果が得られたのに対し，より粒子密度を大きくした

dp = 0.5 m のケースでは異なる結果が得られている．こ

のことは，粒子分割を細かくすることに対して，解析結

果が収束しないことを意味しており，解析上十分な注意

が必要となる点である．同様の問題は，有限要素法でも

知られている23)． 

解析結果と実験結果を比較すると，実験では，図-2

で破線で示した位置で，法肩部を含む土塊が滑り落ちる

ように崩落したことが報告されているが21)，解析結果で

は斜面が大きく変形したものの，崩壊には至っていない． 

実験結果を完全に再現するためには，解析に用いる構成

則とそのパラメータの検討が必要である． 

 

(5) 減衰の違いによる解析結果の比較 

 レイリー減衰を2%，5%，10%と与えた場合の解析結

果を図-15に示す．図-15(a)では，与えた減衰が大きく

なるほどせん断ひずみが大きくなる領域の局所化が認め

られる．図-15(b)からは，与えた減衰が小さいほど斜面

の変形が大きくなるという当然の結果に加えて，せん断

ひずみの大きくなる領域の分布が異なることが観察され

る．このように，レイリー減衰によって，異なる斜面の

崩壊過程が得られるため，複数の値を用いてパラメトリ

ックな検討を行うなど，解析結果の解釈には十分な注意

が払われる必要がある． 

 
 
6. 結論 

 

本研究では，SPH法を崩壊のような大変形を含む斜面

の地震応答解析に適用することを目的として，いくつか

の提案と検証を行った．本研究によって得られた主な成

果は以下の通りである．これらの知見は，斜面だけでな

く，SPH法を用いた他の構造物や地盤の地震応答解析に

も適用できるものである． 

1) SPH法による斜面の地震応答解析において，応力

から粒子の加速度を求めるための計算式を新たに

提案し，従来のものより高い精度で応答が求めら

れることを示した． 

2) SPH法による地震応答解析にレイリー減衰を導入

し，有限要素法による解析結果との比較により，

その妥当性を確認した． 

3) SPH法による斜面の地震応答解析では，平滑化距

離の値によって精度が変化した． 

4) 解析に用いるSPH粒子の密度によって，滑り面の

発達過程に違いが現れることを示した．さらに，

レイリー減衰の大きさによって，滑り面の発生過

程にも違いが生じることを示した． 

5) 3)の結果は，斜面の最終的な変形状態にも影響を

与えるため，解析結果の解釈と利用については十

分な注意が必要であることを指摘した． 

6) 既往の模型実験を対象とした再現解析を行ったが，

実験で生じた斜面の崩壊挙動を完全に再現するこ

とはできなかった． 

 

謝辞：本研究を遂行するにあたり，JSPS科研費23760426
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SPH SIMULATION OF SLOPE FAILURE INDUCED BY EARTHQUAKE 
GROUND MOTION 

 
Yusuke ONO 

 
The finite element analysis is hardly applicable to simulation of slope failure because of insufficiency 

of handling large deformation. The smoothed particle hydrodynamics (SPH) which is known as a power-
ful simulation tool for large deformation problem is applied to the earthquake induced slope failures sim-
ulation. Firstly, a new SPH form of the equation of motion which improves an accuracy of earthquake re-
sponse analysis is proposed. Secondly, the Rayleigh damping is introduced to the SPH simulation suc-
cessfully. Thirdly, it is shown that the process of development of a failure line is affected by the SPH par-
ticle density and the Rayleigh damping.  

  


